

















































































































































































（16） 松下電器は自らの手で輸出活動を行うため，1932年 4 月に社内に貿易部（1935



































































































（25） これらの製品以外の白物と称される家電は現地代理店 NEC（National Electrical
Co., Ltd）と1975年 9 月から同社への技術援助というかたちで，松下電器はタイで
の冷蔵庫の生産を始めた。1979年 1 月には，その技術援助を合弁事業に切り替えて，
松下電器は NECとの共同出資で生産拠点 A. P.ナショナルをバンコクで設立し，同
年にエアコン，翌年に炊飯器の生産を始めた。






























































































1972年 6 月にボリューム，同年 8月にスピーカー，同年10月にコンデン





























































投じた。その額は1981年 4 月に1850万バーツ，1983年 4 月と翌年 5月に同額





で1980年 8 月は1000台であったが，この増設後の1983年 5 月には 1万台にま
で増えた。白黒テレビとカラーテレビの合計の生産累計は1984年 1 月に50万
台，1987年 4 月で100万台，そして1991年 1 月には200万台に達した。さらに，












































































資料：Pan Siam Communication Co., Million Baht Business Information, Thailand, 1982,
























East Asia Nations，以下 ASEAN）における経済連携の動きが活発化したこ
とで，ナショナル・タイの経営は大きな影響を受けることになった。1992年






出，1973年 3 月自動車ラジオのアメリカへの輸出，同年 9月蓄電池の日本への輸
出，1974年 1 月時計付きラジオのイタリヤへの輸出と自動車ラジオの西ドイツへの
輸出，同年 6月コンデンサのマレーシア松下電器への輸出，1975年 3 月白黒テレビ
のアラブ首長国連邦への輸出，1980年 6 月チューナーのマレーシア松下電器への輸






自由貿易協定（ASEAN Free Trade Area）のための共通効果特恵関税協定
（Agreement on the Common Effective Preferential Tariff Scheme for the
















（49） 間宮勇（1994）を参照。1994年 9 月に開催された ASEAN経済閣僚会議では，
関税引下げ予定の期間を当初の15年以内から10年以内に短縮させた。
1999年 2000年 2001年 2002年
カラーテレビ 20 15 10 5
ビデオデッキ 20 20 10 5
CDプレーヤー 20 20 10 5
エアコン 30 15 10 5
扇風機 20 2.5 2.5 2.5
電子レンジ 30 5 5 5









































タイ マレーシア フィリピン インドネシア
テレビ ○ ○ ○ ○





冷蔵庫 ○ ○ ○ ○
洗濯機 ○ ○ ○ ○
エアコン ○ ○ ○




炊飯器 ○ ○ ○
懐中電灯 ○
トースター ○
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